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	　　　　　　　　　　　　　　 韓国での大規模ノロウイルス食中毒
今年６月韓国の学校給食で大規模なノロウイルス食中毒が発生し、発症者は4,000人を超えましたが、発生原因は不明でした。そのため、副首相の辞意表明、食品安全処の設立が決まるなど、大変興味深い行政判断でしたので事件の概要をお知らせします。
　発生年月　　　　２００６年６月
発生場所　　　　韓国首都圏（ソウル市、仁川市、龍仁市など）の学校給食施設（民間業者が提供）
　原因施設　　　　不明（京畿道安城地域の食材供給業者？）
　病因物質　　　　ノロウイルス

摂食者数　　　　約７０校　７万人

発症者数　　　　未確定（ソウル市3188人、仁川市1184人　ほか）
月日

朝　鮮　日　報　日　本　語　版　の　主　な　内　容（発信時間順）

6.23

【食中毒】首都圏26校で2500人が症状訴える
「超大型給食食中毒事故」が発生した、全国約70校に通う生徒7万人に対する給食が中断
6.26
【食中毒】ノロウイルス検出…原因食品の特定難航
京畿道龍仁市の高校２校で、給食を食べた後に嘔吐や下痢の症状を訴えた生徒からノロウイルスが検出された。ソウル市の高校２校の生徒からもノロウイルスを検出した。 
　保健福祉部によると今回の食中毒による患者数は計2348人にも上るとしている。
ノロウイルスが原因菌と判明した以上、食中毒の原因となった食品を特定するのは難しくなった。ノロウイルスは患者の便のみから検出されるだけで、食べ物から検出する方法がない 
6.27
【社説】給食の安全、学校が直接管理する態勢を
学校の現場からは「大企業だから安心だと思ったのに」という反応があった。新鮮な食材料を用いて真心を込めて料理し、配膳するためには、給食事業は学校が責任を負う直接運営方式で行われるべきだとの意見も多い。 直接運営方式でなく企業に委託する学校給食であっても、学校側が衛生面や安全面での最終確認を行い、責任を負うシステムを確立すべきだろう。
6.27
【食中毒】ＣＪフードシステム提供の給食で被害拡大
仁川市でCJが提供する給食を食べた生徒が食中毒を起こした学校は9校に上り、被害生徒は1184人
6.29
【食中毒】政府、「食品安全処」新設を決定
食品安全業務を担当する専門機関「食品安全処」を今年中に新設することにした。食品分野を担当する600人と農林部、海水部、福祉部などに勤務する関連分野の公務員400人が新組織に移動する。また食品安全政策審議機構として首相を委員長とする「食品安全政策委員会」も設置する計画だ。
6.29
【集団食中毒】原因糾明は迷宮入りか
　首都圏の小・中・高校で発生した集団食中毒事件の原因糾明が迷宮入りする可能性が高くなった。現場調査に乗り出した保健当局はノロウイルス検出可能性の高い食材供給会社の地下水を採取したが、この水からは原因菌が発見されなかった。ソウル地域で16日から現在までに発生した食中毒の件数は計38校にも及び、3188人が被害を受けている。
6.30

【食中毒】仁川地域の中高校、直営給食実施へ
CJの17校の中高校が、2学期から、さらに仁川市内のすべての学校給食も漸次的に直営化される。
6.30
【食中毒】金振杓副首相が辞意表明
　副首相は30日、小中高校での学校給食による食中毒事故について国民に謝罪し、辞意を表明。
7. 1

【食中毒】お粗末捜査で事件は迷宮入り
保健当局が京畿道の食材供給業者の地下水を二度も検査したが、空振りに終わったためだ。
◆対応遅い疾病管理本部 　CJ社は事故直後の今月21日、自主的に京畿道安城地域の食材供給業者の地下水を採取した。その結果23日ノロウイルスを検出し、25日に疾病管理本部に検査結果を通知した。
◆加害者なし、被害者だけ残された  CJ社は食中毒の責任を立証できず、法的根拠がないため、被害者の入院費をはじめとする賠償責任から逃れられる公算が大きい。



生活衛生ホットインフォメーション　№45






ホット・インフォメーション　 　　　　笈　川　和　男





生活衛生
































